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半
導
体
受
託
生
産
（
フ
ァ
ウ

ン
ド
リ
）の
世
界
最
大
手
、

台
湾
積
体
電
路
製
造
（
Ｔ

Ｓ
Ｍ
Ｃ
）
が
熊
本
で
工
場

建
設
を
検
討
│
。

　

６
月
か
ら
７
月
に
か
け
て
日
本
経
済
新
聞

を
は
じ
め
と
し
て
、
こ
の
ニ
ュ
ー
ス
が
日
本

国
内
を
駆
け
巡
っ
た
。
最
先
端
半
導
体
を
製

造
す
る
Ｔ
Ｓ
Ｍ
Ｃ
が
な
ぜ
、
わ
ざ
わ
ざ
日
本

に
工
場
を
新
設
す
る
の
か
│
。
実
は
、
こ

の
動
き
を
背
後
で
主
導
す
る
の
は
、
日
本
の

4月、ホワイトハウスで半導体のサプライチェーンについて企業幹部と協議した、バイデン米大統領

A
P/A

FLO

WEDGE  REPORT

〝日の丸半導体〟
復活へのシナリオ
「経済安保」が重要視される中、各国が半導体の囲い込みに乗り出した。
日本も経産省を主体に動き始めたが、その行方やいかに─。

文・杉山和弘  Kazuhiro Sugiyama　
オムディア・コンサルティングディレクター

経
済
産
業
省
だ
と
さ
れ
る
。

　

時
を
同
じ
く
し
て
、経
産
省
は「
半
導
体・

デ
ジ
タ
ル
産
業
戦
略
」（
以
下
、
経
産
省
報

告
書
）
を
公
表
し
た
。
こ
の
中
で
「
半
導
体

世
界
市
場
の
拡
大
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
過
去

30
年
間
で
日
本
の
存
在
感
は
低
下
」
と
、
日

本
企
業
の
凋
落
に
強
い
危
機
感
を
露
わ
に
し

て
い
る
。
１
９
９
０
年
代
初
頭
に
は
、
世
界

の
半
導
体
市
場
５
兆
円
の
う
ち
50
％
を
日
本

企
業
が
占
め
て
い
た
が
、
現
在
50
兆
円
に
ま

で
成
長
し
た
市
場
の
中
で
10
％
ほ
ど
に
落
ち

込
ん
で
い
る
。

　

90
年
代
、
半
導
体
の
メ
イ
ン
ス
ト
リ
ー
ム

が
メ
モ
リ
（
記
録
）
か
ら
ロ
ジ
ッ
ク
（
マ
イ

ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
〈
Ｍ
Ｐ
Ｕ
〉
な
ど
演
算
処

理
を
行
う
半
導
体
）
に
変
わ
る
動
き
に
乗
り

遅
れ
、
設
計
・
製
造
を
垂
直
統
合
で
行
う
こ
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Wedge Special Report

人をすり減らす経営は
もうやめよう
日本企業の〝保守的経営〟が際立ち、先進国唯一ともいえる異常事態が続く。

人材や設備への投資を怠り、価格転嫁せずに安売りを続け、従業員給与も上昇しない。

また、ロスジェネ世代は明るい展望も見出せず、高齢化も進む……。

「人をすり減らす」経営はもう限界だ。経営者は自身の決断が国民生活ひいては、

日本経済の再生にもつながることを自覚し、一歩前に踏み出すときだ。

文・中島厚志・佐々木 実・小林美希・出井康博・渡辺 努・中原 淳・編集部（友森敏雄、濱崎陽平、川崎隆司）
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ロ
ナ
禍
に
あ
っ
て
企
業
業

績
の
明
暗
が
大
き
く
分
か

れ
て
い
る
。
一
方
で
は
、

世
界
経
済
回
復
や
巣
ご
も

り
需
要
な
ど
が
寄
与
し
て
、
自
動
車
や
情
報

通
信
、
住
宅
関
連
な
ど
の
業
種
で
最
高
益
更

新
の
企
業
が
続
出
し
て
い
る
。し
か
し
、人
々

の
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
へ
の
警
戒
や
長
引
く
行

動
規
制
で
、
飲
食
店
や
宿
泊
業
、
航
空
を
は

じ
め
と
す
る
運
輸
業
界
な
ど
厳
し
い
経
営
を

強
い
ら
れ
て
い
る
企
業
や
業
種
も
多
い
。

　

こ
の
状
況
は
他
の
主
要
国
で
も
共
通
し
て

い
る
。
と
こ
ろ
が
、今
回
の
コ
ロ
ナ
禍
で
は
、

米
国
企
業
な
ど
と
比
べ
て
低
い
利
益
率
や
設

備
投
資
の
鈍
い
回
復
な
ど
、
日
本
企
業
の
抱

え
る
課
題
が
一
段
と
鮮
明
に
な
っ
た
。

　

コ
ロ
ナ
禍
に
あ
っ
て
も
米
国
企
業
の
収
益

力
や
設
備
投
資
の
伸
び
が
日
本
企
業
を
上
回

る
要
因
は
あ
る
。
そ
の
一
つ
は
、
米
国
が
中

小
企
業
と
そ
の
雇
用
維
持
の
た
め
の
企
業
給

付
金
（
約
１
１
０
兆
円
）、
法
人
税
・
所
得

税
の
大
幅
減
税
（
約
30
兆
円
）、
失
業
保
険

の
追
加
給
付
（
30
兆
円
超
）、
３
度
に
わ
た

る
個
人
給
付
金
な
ど
、
日
本
を
大
き
く
超
え

る
規
模
の
企
業
・
家
計
支
援
策
を
実
行
し
て

い
る
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、米
国
産
業
で
は
、

コ
ロ
ナ
禍
が
一
段
と
需
要
を
高
め
、
最
高
益

を
更
新
し
て
い
る
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ａ
な
ど
の
情
報
関

連
産
業
の
ウ
エ
ー
ト
が
高
い
こ
と
も
あ
る
。

　

し
か
し
、
日
本
企
業
の 

〝
超
保
守
的
な
経

営
姿
勢
〞
を
見
逃
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
部

門
別
の
収
支
差
を
示
す
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス

で
日
米
を
比
較
す
る
と
、
米
国
の
企
業
部
門

は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
で
は
大
き
な
貯
蓄

超
過
す
な
わ
ち
支
出
が
収
入
を
下
回
る
状
態

と
な
る
も
、
そ
の
後
の
景
気
回
復
に
合
わ
せ

て
着
実
に
投
資
な
ど
の
支
出
を
回
復
さ
せ
て

い
る
。
し
か
し
、
日
本
の
企
業
部
門
で
は
、

危
機
が
過
ぎ
て
景
気
が
回
復
し
て
も
大
き
な

貯
蓄
超
過
が
続
い
て
い
る
（
図
１
）。

　

多
く
の
日
本
企
業
が
手
堅
い
と
思
っ
て
い

る
経
営
姿
勢
は
、国
際
的
に
見
れ
ば
〝
進
取
〞

と
〝
積
極
性
〞
に
乏
し
い
経
営
で
あ
る
。
日

米
企
業
と
も
に
、
経
済
危
機
に
際
し
て
「
縮

保守的で縮み志向なままでは、イノベーションも成長もない。
経営者には、企業活動を通じて国の経済に貢献する意志が求められる。

割り負ける日本企業の経営力
超・保守的姿勢を改めよ

Part 1

中島厚志
Atsushi Nakajima

新潟県立大学
国際経済学部教授

1952 年生まれ。東京大学法学部卒。日
本興業銀行入行。パリ興銀社長、みずほ
総合研究所チーフエコノミスト、経済産
業研究所理事長などを経て2020年4月か
ら現職。主な著書に『大過剰 ヒト・モノ・
カネ・エネルギーが世界を飲み込む』（日
本経済新聞出版社）。
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二
次
世
界
大
戦
後
の
お
よ

そ
40
年
間
、「
派
遣
労
働

者
」
は
合
法
的
な
存
在
で

は
な
か
っ
た
。
手
配
師
が

け
れ
ど
も
、「
原
則
禁
止
」
の
姿
勢
を
政
府

が
崩
さ
な
か
っ
た
の
は
、
な
に
よ
り
も
労
働

者
保
護
の
た
め
で
あ
る
。
労
働
契
約
を
結
ん

だ
会
社
で
は
な
く
、
そ
の
会
社
と
派
遣
契
約

を
交
わ
し
た
企
業
で
働
く
と
い
う
、
特
異
な

働
き
方
に
配
慮
し
た
措
置
だ
っ
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
90
年
代
後
半
に
金
融
危
機
が

深
ま
り
、
企
業
の
生
き
残
り
競
争
が
激
化
す

る
と
状
況
は
一
変
す
る
。
99
年
の
派
遣
法
改

正
で
「
原
則
禁
止
」
は
放
棄
さ
れ
、
派
遣
法

が
禁
じ
る
特
定
業
務
以
外
は
派
遣
が
「
原
則

自
由
」
と
な
っ
た
。

「
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
方
式
」
か
ら
「
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
方
式
」
へ
の
大
転
換
は
、
労

働
行
政
の
タ
ー
ニ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ

た
。「
派
遣
切
り
」
が
社
会
問
題
化
し
、
非

正
規
労
働
問
題
の
象
徴
と
な
る
か
ら
ば
か
り

で
は
な
い
。
企
業
が
派
遣
労
働
者
を
主
要
な

戦
力
と
し
て
受
け
入
れ
た
こ
と
で
、
日
本
型

雇
用
シ
ス
テ
ム
そ
の
も
の
が
変
質
す
る
か
ら

で
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、「
派
遣
労
働
の
自
由
化
」
の

意
味
を
改
め
て
問
う
た
め
、
ひ
と
り
の
人
物

に
焦
点
を
当
て
て
み
た
い
。「
派
遣
法
の
生

み
の
親
」
と
し
て
知
ら
れ
た
高
梨
昌
（
１
９

２
７
年
〜
２
０
１
１
年
）
で
あ
る
。

　

１
９
４
９
年
（
昭
和
24
年
）
に
東
京
大
学

経
済
学
部
に
入
学
し
た
高
梨
は
、
の
ち
に
東

上
前
を
は
ね
る
よ
う
な
封
建
的
慣
行
を
連
合

国
軍
最
高
司
令
官
総
司
令
部
（
Ｇ
Ｈ
Ｑ
）
が

問
題
視
し
た
た
め
、
職
業
安
定
法
で
労
働
者

供
給
事
業
が
禁
止
さ
れ
た
か
ら
だ
（
例
外
的

に
労
働
組
合
の
派
遣
事
業
は
認
め
ら
れ
た
）。

労
働
者
を
派
遣
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
は
人
身
売
買

的
な
「
人
入
れ
稼
業
」
と
み
な
さ
れ
た
の
だ

っ
た
。

　

労
働
者
派
遣
法
（
以
下
、
派
遣
法
）
が
１

９
８
６
年
７
月
に
施
行
さ
れ
、
は
じ
め
て
労

働
者
派
遣
事
業
は
合
法
と
な
っ
た
。た
だ
し
、

派
遣
労
働
は
「
原
則
禁
止
」
の
ま
ま
、
同
法

が
規
定
す
る
特
定
業
務

│
施
行
当
初
は
ソ

フ
ト
ウ
エ
ア
開
発
、
通
訳
な
ど
13
業
務

│

で
の
み
認
め
ら
れ
た
。
派
遣
可
能
な
業
務
を

列
挙
す
る
や
り
方
は
「
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト

方
式
」
と
呼
ば
れ
る
。

　

そ
の
後
、
10
年
ほ
ど
で
26
業
務
に
増
え
る

原則禁止から解禁へと規制緩和された労働者派遣。
「派遣法の生みの親」として知られた労働経済学者・高梨昌の軌跡を振り返ることで、
「日本型雇用を〝変質させた〟派遣労働の自由化」の意味を改めて問う。

「人はモノじゃない」
労働者派遣法〝生みの親〟の遺言

Part 2

文・佐々木実 Minoru Sasaki

ジャーナリスト

1966 年、大阪府生まれ。91 年、大阪大
学経済学部卒業後、日本経済新聞社に入
社。東京本社経済部、名古屋支社に勤務。
95 年に退社し、フリーランスのジャー
ナリストに。著書に『竹中平蔵 市場と
権力 「改革」に憑かれた経済学者の肖像』

（講談社）、『資本主義と闘った男 宇沢弘
文と経済学の世界』（同）。
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あ
っ
て
円
高
基
調
だ
っ
た
が
、
国
内
物
価
は

下
が
ら
な
か
っ
た
。

　

と
こ
ろ
が
バ
ブ
ル
が
崩
壊
し
、
平
成
の
長

い
不
況
に
入
る
。
こ
の
間
、
日
本
の
物
価
は

安
く
な
り
消
費
者
の
物
価
に
対
す
る
目
は
厳

し
く
な
っ
て
い
っ
た
。
２
０
０
８
年
の
金
融

危
機
後
、
日
本
は
経
済
面
で
回
復
を
見
せ
た

も
の
の
、
物
価
は
上
が
ら
な
か
っ
た
。
日
銀

や
政
府
も
こ
の
状
況
を
放
置
し
た
。
２
０
０

０
年
代
初
め
に
政
府
・
日
銀
が
デ
フ
レ
回
避

の
姿
勢
を
明
確
に
打
ち
出
せ
て
い
れ
ば
、
こ

こ
ま
で
消
費
者
が
か
た
く
な
に
は
な
ら
な
か

っ
た
だ
ろ
う
。

　

12
年
か
ら
の
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で
は
、
金
融

緩
和
で
円
安
を
引
き
起
こ
し
、
物
価
上
昇
が

企
図
さ
れ
た
。
だ
が
結
局
、
起
き
た
の
は
円

安
ま
で
だ
っ
た
。
特
に
輸
入
品
を
用
い
て
商

品
を
製
造
す
る
会
社
は
、
円
安
の
影
響
で
原

材
料
費
の
高
騰
分
を
価
格
に
転
嫁
す
る
こ
と

を
何
度
も
考
え
た
が
、
値
上
げ
に
よ
っ
て
消

費
者
が
逃
げ
て
い
く
こ
と
を
恐
れ
、
踏
み
込

め
な
か
っ
た
。
政
府
の
想
像
以
上
に
、
消
費

者
が
値
上
げ
に
対
し
て
敏
感
に
な
っ
て
い

た
。
そ
れ
が
現
在
ま
で
続
い
て
い
る
。

─
人
々
の
賃
金
が
安
い
こ
と
も
影
響
し
て

い
る
の
か
。

渡
辺　

原
材
料
価
格
が
上
昇
し
て
も
企
業
が

価
格
に
転
嫁
で
き
な
い
状
況
だ
が
、
こ
れ
は

　

わ
れ
わ
れ
の
身
の
回
り
の
商
品
の
多
く

は
、
大
き
く
値
上
が
り
す
る
こ
と
が
な
い
。

低
価
格
で
多
様
な
商
品
が
販
売
さ
れ
、
消
費

者
は
良
い
も
の
を
い
か
に
安
く
買
う
か
を
考

え
が
ち
だ
。
だ
が
こ
う
し
た
日
本
人
の
消
費

の
傾
向
は
先
進
国
で
は
異
例
だ
と
い
う
。
そ

の
課
題
に
つ
い
て
、
物
価
研
究
の
第
一
人
者

に
聞
い
た
。

編
集
部
（
以
下
、
─
）
日
本
は
先
進
国
の

中
で
も
特
に
物
価
が
安
い
と
い
わ
れ
る
。
な

ぜ
日
本
は
そ
の
よ
う
な
状
況
に
な
っ
た
の

か
。

渡
辺　

過
去
30
年
以
上
に
わ
た
っ
て
消
費
者

が
「
物
価
は
上
が
ら
な
い
」
と
い
う
観
念
に

縛
ら
れ
て
い
る
た
め
、
企
業
が
値
上
げ
に
踏

み
出
せ
な
い
の
が
理
由
だ
ろ
う
。
か
つ
て
１

９
８
０
年
代
の
日
本
の
物
価
は
他
国
に
比
べ

高
く
、
海
外
旅
行
に
行
け
ば
そ
れ
が
実
感
で

き
た
。
当
時
は
プ
ラ
ザ
合
意
な
ど
の
影
響
も

30年にわたって物価が安いままの日本。なぜこうした状況になったのか。
そして物価や賃金が安い状態が続くことは、将来この国にどんな影響を及ぼすのか。

先進国唯一の異常事態
「安値思考」から抜け出せない日本

Part 5  インタビュー

渡辺 努  Tsutomu Watanabe

東京大学大学院
経済学研究科教授

聞き手／構成・編集部（濱崎陽平）

1959年生まれ。82年東京大学経済学
部卒業、日本銀行入行。92年ハーバー
ド大学経済学博士。一橋大学経済研究
所教授などを経て、2011年東京大学大
学院経済学研究科教授。19年経済学部
長。21年4月から現職。15年に経済統
計をリアルタイムで提供するベンチャ
ー企業「ナウキャスト」を設立。
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の
が
米
国
金
融
政
策
の
軌
道
修
正
だ
が
、
そ

の
背
景
に
あ
る
の
は
、
久
々
に
経
済
の
表
舞

台
に
表
れ
た
「
イ
ン
フ
レ
懸
念
」
で
あ
る
。

１
９
９
０
年
代
以
降
、
ほ
と
ん
ど
「
死
語
」

と
化
し
て
い
た
イ
ン
フ
レ
が
、
今
年
に
入
っ

て
急
速
に
話
題
に
上
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

日
米
や
ユ
ー
ロ
圏
で
は
大
規
模
な
金
融
緩

和
政
策
が
継
続
さ
れ
て
い
る
が
、
他
の
経
済

圏
で
は
既
に
物
価
上
昇
を
に
ら
ん
だ
政
策
修

正
が
始
ま
っ
て
い
る
。
今
年
４
月
に
カ
ナ
ダ

銀
行
（
中
央
銀
行
）
が
量
的
緩
和
の
縮
小
に

踏
み
切
っ
て
以
降
、
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
や
ハ
ン

ガ
リ
ー
な
ど
欧
州
の
中
銀
が
相
次
い
で
利
上

げ
を
開
始
。
ア
ジ
ア
で
は
韓
国
が
利
上
げ
の

先
陣
を
切
り
、
Ｎ
Ｚ
中
銀
は
７
月
に
量
的
緩

和
を
中
止
し
て
豪
中
銀
も
今
月
か
ら
資
産
買

い
入
れ
縮
小
を
始
め
た
。
新
興
国
で
は
既
に

３
月
以
降
、
ロ
シ
ア
、
ブ
ラ
ジ
ル
、
メ
キ
シ

コ
な
ど
の
中
銀
が
利
上
げ
を
開
始
し
て
い

国
株
式
市
場
で
は
主
要
株

価
指
数
が
最
高
値
近
辺
で

の
高
値
を
維
持
し
て
お

り
、
Ｓ
＆
Ｐ
５
０
０
は
昨

年
３
月
に
付
け
た
大
底
か
ら
水
準
は
ほ
ぼ
２

倍
と
な
っ
て
い
る
。
世
界
的
に
ワ
ク
チ
ン
接

種
が
進
ん
で
経
済
が
再
開
さ
れ
、
財
政
支
出

や
金
融
緩
和
の
後
押
し
も
あ
っ
て
、
企
業
業

績
も
上
向
い
て
い
る
。

　

だ
が
、
足
元
に
は
景
気
へ
の
ブ
レ
ー
キ
要

素
も
散
見
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
各
国
で

感
染
が
急
拡
大
し
て
い
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
デ
ル
タ
株
、
世
界
的
な
物
価
上
昇
率

の
加
速
、
中
国
経
済
の
成
長
ペ
ー
ス
鈍
化
と

規
制
強
化
、
そ
し
て
ア
フ
ガ
ン
や
南
シ
ナ
海

を
巡
る
地
政
学
的
な
問
題
な
ど
、
景
気
回
復

に
冷
水
を
浴
び
せ
か
ね
な
い
リ
ス
ク
要
素
は

幾
つ
も
転
が
っ
て
い
る
。

　

中
で
も
金
融
市
場
が
最
も
警
戒
し
て
い
る

米

倉都康行
Yasuyuki Kuratsu

RPテック代表取締役・
国際資本システム研究所長

1979年東京大学経済学部卒。東京
銀行、バンカース・トラストを経て、
チェース・マンハッタン銀行。2001
年に金融シンクタンクのRPテック
株式会社を設立。近著に『危機の資
本システム』（岩波書店）。

米国では住宅在庫不足の影響で住宅市場が過熱している

WEDGE

OPINION

Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
年
内
の
テ
ー
パ
リ
ン
グ
開
始
が
適
切
と
言
及
し
、「
イ
ン
フ
レ
は
一
時
的
」
と
表
明
し
た
。

し
か
し
米
国
の
物
価
上
昇
の
５
つ
の
構
造
要
因
を
読
み
解
く
と
、年
後
半
の
経
済
リ
ス
ク
が
垣
間
見
え
る
。
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高
止
ま
り
す
る
イ
ン
フ
レ
率

危
機
意
識
薄
い
米
国
金
融
当
局
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エマニュエル・トッド 大いに語る── コロナ、中国、日本の将来

日本では相変わらず近視眼的なコロナ報道ばかりが目立つ。
だが、もっと深刻な危機が覆っていることを日本人は知るべきだ。

コロナ、中国、日本の将来について、エマニュエル・トッド氏に聞いた。

エマニュエル・トッド
大いに語る
─コロナ、中国、日本の将来

フランスが生んだ欧州の知性

取材協力・同時通訳　大野 舞　聞き手・構成　編集部・大城慶吾、野川隆輝

Wedge Opinion Special Interview
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と
非
難
し
合
っ
た
が
、
最
終
的
に
は
、「
民
主
的
な

交
代
」
が
実
現
し
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
な

よ
う
に
、
米
国
は
こ
れ
か
ら
も
自
由
民
主
主
義
を
代

表
す
る
国
で
あ
る
と
い
え
る
。

　

私
が
生
ま
れ
育
っ
た
フ
ラ
ン
ス
や
隣
国
の
ド
イ
ツ

な
ど
、
欧
州
の
多
数
の
国
々
が
感
染
拡
大
防
止
の
対

策
と
し
て
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
を
講
じ
た
。
し
か
し
、
米

国
や
英
国
と
比
べ
る
と
、
コ
ロ
ナ
対
応
に
積
極
的
な

措
置
を
講
ず
る
能
力
が
劣
っ
て
い
た
と
言
わ
ざ
る
を

得
な
い
。

　

米
国
や
英
国
が
多
数
の
死
者
を
出
す
中
、
米
国
で

は
「
コ
ロ
ナ
と
い
う
病
気
は
存
在
し
な
い
」
と
唱
え

る
人
々
も
現
れ
た
。
そ
れ
で
も
彼
ら
は
、
国
家
が
ワ

ク
チ
ン
の
研
究
開
発
の
た
め
に
多
額
の
資
金
を
拠
出

し
、い
ち
早
く
そ
れ
を
生
み
出
す
こ
と
に
成
功
し
た
。

つ
ま
り
、
コ
ロ
ナ
以
前
か
ら
見
ら
れ
て
い
た
傾
向
だ

が
、
米
英
で
は
、〝
国
家
が
経
済
の
ア
ク
タ
ー
〞
と

し
て
戻
っ
て
き
た
、
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
コ
ロ
ナ

禍
に
よ
っ
て
そ
れ
が
一
段
と
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
の

で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
英
国
を
除
く
欧
州
の
状
況

は
、
民
主
主
義
の
衰
退
と
い
う
意
味
も
含
め
て
、
こ

れ
ま
で
よ
り
も
、
も
っ
と
ひ
ど
い
状
況
に
陥
っ
た
と

い
え
る
。

　

中
国
は
今
回
の
コ
ロ
ナ
禍
で
、
よ
り
一
層
全
体
主

れ
か
ら
、
日
本
や
世
界
の
将
来
を

見
据
え
、
今
、
世
界
で
起
こ
っ
て

い
る
こ
と
、
特
に
中
国
と
い
う
国

が
「
地
球
規
模
」
で
与
え
る
影
響

を
踏
ま
え
つ
つ
、
私
が
普
段
、
考
え
て
い
る
こ
と
を

述
べ
て
い
き
た
い
。

コ
ロ
ナ
禍
で
問
わ
れ
た〝
国
家
〞の
意
義

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
猛
威
を
振
る
う

中
、
コ
ロ
ナ
以
後
（
ポ
ス
ト
・
コ
ロ
ナ
）
の
世
界
の

あ
り
方
に
関
心
が
集
ま
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
私
は

多
く
の
場
合
、「
何
も
変
わ
ら
な
い
が
、
物
事
は
加

速
し
、
悪
化
す
る
」
と
考
え
て
い
る
。

　

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
深
刻
化
す
る
問
題
は
国
に
よ

っ
て
異
な
る
が
、
例
え
ば
、「
民
主
主
義
」
と
い
う

観
点
か
ら
い
え
ば
、
米
国
で
は
今
後
も
不
平
等
や
格

差
の
問
題
は
深
ま
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
民
主
主
義

の
衰
退
は
見
ら
れ
な
い
だ
ろ
う
。

　

た
し
か
に
、米
国
で
は
「
民
主
主
義
の
再
考
」「
民

主
主
義
の
危
機
」
と
い
う
こ
と
が
盛
ん
に
言
わ
れ
た

が
、
こ
の
コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
も
米
国
は
、
多
く
の

論
争
の
的
と
な
っ
た
大
統
領
選
挙
を
実
行
し
た
。
民

主
党
、
共
和
党
の
両
陣
営
は
お
互
い
を
非
民
主
的
だ

こ 新
型
コ
ロ
ナ
は
人
類
に
何
を
も
た
ら
し
た
の
か
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エマニュエル・トッド  Emmanuel Todd

歴史人口学者

1951年フランス生まれ。パリ政治学院修了、英ケン
ブリッジ大学で歴史学の博士号を取得。各国の家族制
度や出生率、死亡率などに基づき現代政治や国際社会
を分析し、ソ連崩壊やアラブの春、英国のEU離脱な
どを予言。著書に『帝国以後』、『最後の転落』（共に
藤原書店）、『大分断』（PHP新書）など多数。

大野 舞  Mai Ohno

取材協力・同時通訳

フランスのバカロレア（高校卒業国家資格）取得後、
慶應義塾大学総合政策学部を卒業。一橋大学大学院社
会学研究科修了。渡仏後は出版社やスタートアップ関
連の仕事に携わり、独立。主な訳書にエマニュエル・
トッド『大分断』（PHP新書）。同氏はじめ識者への
インタビュー実績多数。
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